
高知県警察本部長

　＜入札条件及び契約保証金等＞

　１　契約の保証について

　落札決定に当たっては、電子入札システムに登録された金額に当該金額
の100分の10に相当する額を加算した額（当該金額に１円未満の端数があ
るときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札とするので、入
札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ
るかを問わず、見積もった契約希望金額の110分の100に相当する金額を電
子入札システムに登録すること。

落札者が契約書に

　 (5)　契約締結後に、現場代理人の常駐又は技術者の専任等の確保が困難となった場合は、契約

有

落 札 決 定

別途通知する。

高知県警察本部　警務部　装備施設課

高知県契約規則第21条の規定に該当する入札は無効とする。

建設工事電子競争入札心得の各条項を了知すること。

工事日数又は完成期限

契約条項を示す場所

入 札 保 証 金

入 札 の 無 効

最 低 制 限 価 格

　　及び主任技術者又は監理技術者の通知がなされたものとみなす。

閲 覧 用 指 名 通 知
9 月 28 日

記名押印すべき期限

工 事 番 号

（入札は、前日（土日祝日を除く。）午後５時までに行ってください。）

令和8年9月28日

年

電子による開札日時

閲覧開始日時及び場所

工 事 名

令和 8

　　を取り消す。
　 (2)　「現場代理人・技術者届」について別途指定する期日までに提出がない場合は、落札決定

午前9時00分

８規制第23号

令和8年10月13日 （火）

（月） 別途、電子入札システムにより送付します

交通信号機の改良等工事

　 (4)　契約締結の前の「現場代理人・技術者届」の提出により、契約締結後に必要な現場代理人

　　　この工事の契約を締結するに当たり、契約金額の10分の１以上の契約保証金を納付しなけれ
　　ばならない。ただし、建設工事電子競争入札心得第21条第１項ただし書き以下に該当する場合

午後4時00分

令和9年2月19日

免除する。

　 (1)　専任を要する工事の主任技術者又は監理技術者は、入札の執行日以前に３カ月以上の雇用

　２　現場代理人・技術者届の提出
　 (1)　落札者は、契約締結の前に、常駐させる現場代理人及び配置する技術者について別に定め
　　る様式による「現場代理人・技術者届」を提出しなければならない。

　　められる場合は、落札決定を取り消す。

　　は、この限りでない。

　　の解除を行う場合がある。

　 (3)　契約締結の前に、契約の工期中の現場代理人の常駐又は技術者の専任等の確保が困難と認

そ の 他

　　関係にあることが必要である。

　３－１　主任技術者又は監理技術者

　　質疑がある場合は、電子メールにより、「現場代理人・技術者届」の提出期限までに問い合わ
　　せること。

　（2） 建設業法施行令第27条第２項の規定及び建設業法第26条の５の規定の適用の可否について



　　　と併せて通知すること。

　　　設計図書等の質疑提出期限 ：
　　　設計図書等の質疑回答期限 ：
　　　入札開始日 ：

　　第103号土木部長通知）第２の１（１）に規定する要件に該当する場合は、現場代理人の兼務

　　12月15日付け23高建管第799号副知事通知）第２の規定により、契約書の案の提出時に、契約

　４　中間前金払と部分払の選択
　　　受注者は、契約締結時に、中間前金払又は部分払のいずれかを選択することとし、契約締結
　　後の変更は認めない。

　　※　この入札による落札者は、独占禁止法の遵守に係る誓約書の特例を定める要領（平成23年

必要

　　案件のものと特定できない場合は、無効とする。

事後公表とする。

（月）

　　（注意事項）

　　を申請することができる。

　　担当機関あてに同要領別記様式による誓約書を提出すること。落札者が同様式による誓約書を

　３－２　現場代理人の兼務の申請

　６　予定価格

　　る。

　　　落札者は、本工事が、現場代理人の常駐の取扱いについて（平成21年５月７日付け21高建管

　７　最低制限価格
　　　事後公表とする。

　５　工事費内訳書の提出

　　提出しない場合は、同要領第３の規定により、契約を辞退したものとして取り扱うものとす

　９　その他

　　　工事費内訳書の提出が「必要」と記載されている場合、入札参加者は、工事費内訳書（土木
　　部技術管理課のホームページからダウンロードのこと。記載すべき事項が記載されておれば、
　　別様式でも可とする。）を、電子入札システムによる入札価格の登録時にＰＤＦファイルで添
　　付して提出しなければならない。提出していないとき、提出された工事費内訳書において、記
　　載を要する項目の不足等の不備（軽微な誤りは除く。）があると判断される場合や、当該入札

　８　注意事項

　　質疑の申請については、入札情報システムの「発注状況－個別詳細情報」画面に表示される
　「質疑申請」ボタンを利用してください。

令和8年10月2日 （金）午後3時00分
令和8年10月5日

令和8年10月6日 （火）

　 (1)　この入札の予定価格の積算に疑義がある場合は、予定価格に関する積算疑義申立手続要領
　　  （平成29年５月24日付け29高土政第185号土木部長通知）に定めるところにより、落札決定後
　　  に申し立てを行うこと。

　 (3)　落札者は、建設業法（昭和24年法律第100号）第20条の２第２項の規定に基づき、工期又は

　えて入札すること。
　　質疑書等に基づき設計内容の軽微な変更を行うこともあるので、質疑に対する回答書等を踏ま

　　なお、質疑書を送信したときには、必ず入札実施機関の担当者にその旨電話連絡すること。
     提出先(装備施設課）　メールアドレス：g006@police.pref.kochi.jp　　連絡先：088-826-0110

　　　契約を締結するまでに、契約機関に対して、その旨を当該事象の状況の把握のため必要な情報

　 (2)　本工事において、建設業法第26条第３項第２号に規定する監理技術者（以下、「専任特例
　　　２号による監理技術者」という。）の配置を行う場合の要件については、特記仕様書の規定
　　　によるものとする。落札決定後、配置予定の専任特例２号による監理技術者が同要件を満た
　　　さないことが判明したときは、契約を締結しない場合がある。

　　　請負代金の額に影響を及ぼす事象が発生するおそれがあると認めるときは、落札決定から請負


